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特集 1から100へのデジタル戦略

Ⅰ　「 0から 1」ではなく「 1から100」の難しさ
Ⅱ　デジタル事業開発で「100」を実現する四つのパターン
Ⅲ　パターンごとに異なる成功の要諦
Ⅳ　「100」に向かうビジネスモデルの共通項
Ⅴ　「 1から100」に必要な「共創」の企て

C O N T E N T S

要　約

1 日本のDX 1周目の新規事業では、トライアルや単発のプロダクト・サービス（「 0から
1」フェーズ）は多く生まれたが、継続して事業が拡大（「 1から100」フェーズ）した
事例は少ない。そこで本論考では、まずデジタル新規事業の成果のパターン、つまり
「100」の状態を定義する。そしてパターンごとの成功の要因および成功に必要なビジネ
スモデルとプロセスを明らかにすることで、日本企業がデジタル新規事業で期待する成
果を得るための指針を与える。

2 デジタルを活用した事業開発は、①眠れる価値発掘型、②本業の価値強化型、③他社
との価値共創型、④協調課題解決型の四パターンに整理される。

3 ベンチマークによる、各パターンの成功の要諦は、①価値の源泉となる無形資産の見極
め、②フックと回収エンジンの設計、③パートナリング企画機能の強化、④既存事業と
の相互送客、などが挙げられる。特に、新規事業と既存事業、自社と他社の「共創」
がポイントになる。

4 成功するデジタル事業開発に共通するビジネスモデルは、増価蓄積型ビジネスモデルで
ある。つまり、顧客とつながり続け、価値を上げ続けることで競争優位を保ち続けるビ
ジネスを志向すべきである。

5 「 1から100」の実現には、事業開発の「型」をつくることが最も肝要である。事業開
発の各フェーズで自社・他社と共創しやすい仕掛けを企て、ルール、評価、組織、権限
をプロセスに沿って整える必要がある。その実現のため、野村総合研究所（NRI）では
「 1から100にするための10のチェックリスト」を開発した。

八木  創 水谷直輝 紺谷亮太

1から100のデジタル事業開発
社内を動かし社外を巻き込む
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Ⅰ	0 から1 ではなく、
	 1 から100の難しさ

1 これまでのデジタル事業開発
新規事業開発は多くの企業が頭を悩ませる

重要な経営課題であり、特に昨今はデジタル
を活用した事業開発に各社が注力している。
新規事業部門の設立や、新規事業担当役員と
いった肩書も、一層多く見かけるようになっ
た。

2015年の調査注1では、従業員5000人以上
の企業の86.3％が「新規事業創造を推進して
いる」と答えている。その後、2019年注2に
は時価総額3000億円以上の日本企業のうち、
中期経営計画を策定している企業311社中、
9 割を超える293社が中長期的な重点取り組
みテーマとして「新規事業」を掲げている。

2000年代以降のDX 1 周目においては、「モ
ノ売りからコト売りへ」「リカーリングシフ
ト」などのトレンドもあり、各社ともに自社
の事業領域でいかにデータやテクノロジーを
使って上記トレンドを捉えるか、苦心した企
業も多いのではないだろうか。結果、いくつ
ものデジタル事業開発のトライアルが生まれ
はした（「 0 から 1 」フェーズ）が、事業拡
大に向けた次なるサービス開発や大規模な顧
客開拓など「 1 から100」のステップに入る
ケースはいまだ多くない。

2 事業拡大の難しさ
それはひとえに、事業開発では事業を成長

させるフェーズが最も難しいからである。
確かに、デジタルによって事業成長のスピ

ードははるかに向上した。たとえば、商用化
から世界で5000万人が自動車に乗るようにな

るまで数十年かかった一方、インターネット
は数年、旧Twitterは 2 年、ポケモンGoに至
っては19日で5000万人以上のユーザーを獲得
したという注3。

しかし、 1 から100フェーズのハードルの
高さは変わっていない。たとえば、2021年に
行われた従業員数300人以上の企業の新規事
業担当者へのアンケート調査注4では、新規
事業開発が「非常に成功している」と答えた
担当者は2.3％しかおらず、かつ、新規事業
の50％以上が年間 1 億円以下の経済規模しか
生み出していないとの結果が示されている。
つまり、日本のほとんどの大企業が新規事業
創出を重点的に取り組んでいるはずなのに、
新規事業が十分育つケースはわずかである。

もちろん、祖業がソフトウエアやWebサ
ービスなどデジタルを活用した事業である企
業（デジタルネイティブ企業）は、デジタル
事業開発を当たり前のように行っている。し
かし、それ以外の企業で、デジタルを活用し
た新規事業の成功例は少なく、むしろプロダ
クトやサービスのトライアルで終わってしま
うことも多い。昨今よく聞かれる「PoC疲
れ」という言葉もその傍証であろう。

3 本論考の目的
そこで本論考では、まず非デジタルネイテ

ィブ企業がデジタル新規事業に期待できる成
果のパターン（すなわち各社にとって「100」
の状態）を定義する。そしてパターンごとに
異なる成功の要諦、および、パターンに共通
するビジネスモデルと事業開発プロセスを明
らかにすることで、デジタル事業開発で期待
する成果を得るための指針を与える。
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Ⅱ	デジタル事業開発で
	 「100」を実現する四つのパターン

1 デジタル事業開発の
 四つのパターン
野村総合研究所（NRI）がデジタル事業開

発に成功した企業を調査した結果、そのパタ
ーンは一つではないことが明らかになった。
つまり、各社ともに異なる目的で「100」を
定義し、異なる手法で「100」を達成してい
た（図 1 ）。

図 1 の縦軸は、デジタル事業開発の目的で
区分している。自社の既存事業の成長を促進
することに主眼が置かれているのか、それと
も新規事業自体での収益獲得が主なのか、で
ある。たとえば前者は、既存事業への送客を
主とした新規事業が当てはまる。後者は、新
規事業自体で顧客から収益を得る事業が当て
はまる。

横軸は、デジタル事業開発の手法で区分し

ている。自社資産の価値をデジタルによって
開放・強化して他社へ提供するのか、自社と
他社の既存アセットの組み合わせにより新し
い価値を生み出すのか、である。たとえば前
者は、業務知見などの無形資産をデジタルの
ツールに実装する事業が当てはまる。後者
は、他社SaaSなどを組み合わせたプラット
フォーム事業が当てはまる。

デジタル事業開発の目的と手法、という二
つの軸で国内外の事例を精査すると、①眠れ
る価値発掘型「新規事業での利益創出×自社
資産起点」、②本業の価値強化型「本業での
利益創出×自社資産起点」、③他社との価値
共創型「新規事業での利益創出×価値共創」、
④協調課題解決型「本業での利益創出×価値
共創」の四パターンに整理された。

ただし、すべての業界や企業が全パターン
を目指すのは得策ではないようである。日本
の成長企業におけるデジタル事業開発の現状
を調査したところ、パターンごとに成功の要

図1　デジタル事業開発のパターン

新規事業
での利益創出

既存事業
の利益拡大

自社資産による価値創出 他社との価値共創

①眠れる価値発掘型
● 概要：自社の強みとなる無形資産の価値をデジタ
ルによって高めて、他者に提供する事業

● 例：
 国内／キーエンス「KI」
 海外／ DBSグループ「POSBスマートバディ」

③他社との価値共創型
● 概要：デジタルを活用して自社と他社アセットを
掛け合わせることで新しい価値を生み出す事業

● 例：
 国内／日立製作所「Lumada」
 海外／ハイアール「COSMOPlat」

②本業の価値強化型
● 概要：既存事業への送客などのシナジーを主目的
に、自社の強みを活かして行う新規事業

● 例：
 国内／ミスミ「meviy」、小田急電鉄「Emot」
 海外／エアバス「Skywise」、フェンダー「Fender 

Play」

④協調課題解決型
● 概要：複数の企業、ときには競合が協調すること
で自社や顧客、業界の課題解決を行う事業

● 例：
 国内／セイノー HD「ハコベル」
　海外／ Kyytiグループ「Kyyti」
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し、新しい事業を創る活動

•	デジタル事業開発：データアナリティク
ス、クラウド、IoT、ブロックチェー
ン、ロボットなどの新しいテクノロジー
を活用した事業開発

以下では、その調査と事例研究に基づき、
各パターンの概要や取り得る企業や業界の特
徴を示す。

3 日本の成長企業でのパターン
①眠れる価値発掘型は、業界において秀で

たオペレーションにより競争優位を築いた企
業（例：キーエンス）や、消費者への接客ノ
ウハウが蓄積されている小売企業などで見ら
れた。ただし、現状では事業の新しい柱にな
るほどの規模に達している例は少ない。今後
生成AIなどのデータ活用の技術がより発展
し、各社の持つ固有のデータが価値創出に直
結するようになれば状況は変わり得るだろ
う。

既存事業の顧客とつながり続けることが非
常に重要な場合、②本業の価値強化型が有効
である。製造業や交通事業者におけるデジタ
ルサービスではこのパターンが多い。たとえ
ばas	a	Serviceの先進事例としてUberやWhim
などの企業が世界的にも話題になった。

Mobility	as	a	Service（MaaS）の例とし
ては小田急電鉄がある。小田急電鉄は日本で
他社に先駆け2019年10月末にMaaSサービス

「Emot」をリリースした。「Emot」は複数の
交通モードを横断して検索できる経路検索機
能や、箱根エリアのフリーパス、登山電車や
ケーブルカーなどの交通機関だけでなく、観

諦が異なることが分かった。また、要諦を押
さえやすい業界や企業特徴も各パターンで異
なるため、企業によって①～④のどのパター
ンを取りやすいかが異なっていた。

そこで本章では、①～④のパターンの概要
や各パターンで到達し得るゴール（100の状
態）、各パターンを取り得る業界の特徴を示
す。

2 デジタル事業開発の
 事例調査の手法
まず、調査からエムスリーなどのデジタル

ネイティブ企業の影響を排除するため、日本
のプライム市場1651社（2024年 3 月31日時点）
のうち、非デジタルネイティブ企業を特定し
た。次に、非デジタルネイティブ企業のう
ち、営業利益・時価総額の 5 年間の成長率で
成長企業／非成長企業を選別した（どちらも
上位25％を閾値に設定）。そして、成長企業
における直近 5 年間の事業開発事例を収集し
た。

そのうえで各事例を、利益創出が当該の新
規事業によってなされたか、既存事業への貢
献（顧客接点の確保、送客、リソース補完、
データ獲得など）によってなされたか、とい
う要件と、事業構築時の主要リソース（価値
の源泉）が自社保有の資産か、他社との協業
によって構築されたか、という二つの要件に
基づき、パターン分けを行った。

ここで「事業開発」と「デジタル事業開
発」という用語の本論考での定義を示してお
く。

•	事業開発：新しい顧客または既存の顧客
に新しいサービスやプロダクトを提供
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ル投資の遅れ、商習慣などで供給面の課題を
抱える業界は、④協調課題解決型が多い。た
とえば物流業界が当てはまる。一企業では到
底解決できない課題を複数企業の協調によっ
て解くことで、各社の本業への便益を得よう
としている。解決の難しさと、解決による直
接的な便益がつり合っていないから残ってい
る課題であるため、新規事業としての収支は
見込みづらいが、巨大な本業への貢献を目的
とすることで事業を成立させられる。

Ⅲ	パターンごとに異なる
	 成功の要諦

1 パターンごとのケーススタディ
本章では、分類した四パターンごとに、代

表事例を参照しながら、成功の要諦（KFS：
Key	Factor	for	Success）を示す（図 2 ）。

光施設・飲食イベントにも使える電子チケッ
ト機能を提供している。リリースから約 4 年
となる23年の売上は18億円注5と見込まれて
いる。小田急電鉄の24年 3 月期の売上は4098
億円注6であり、「Emot」の直接的な収益イン
パクトはまだ低いものの、インバウンドや国
内客の周遊を促し交通や不動産事業に送客す
る効果を狙っている。

一方で、業界が成熟している場合には③他
社との価値共創型が有望になる。自社の活路
を、別業界での新規事業に見いだすのであ
る。ただし、マーケットへの理解・スケール
に向けたチャネルなどが不足する傾向にある
ため、機能補完ができる他社との共創が必要
になる。コンソーシアムを設立したり、コラ
ボレーションの場を設けたりすることは珍し
くなくなっている。SI業界や製造業、通信業
界など比較的幅広い業界で③のパターンが志
向されているようである。

また、今後拡大が見込まれつつも、デジタ

図2　事業開発パターンごとのKFS

新規事業
での利益創出

既存事業
の利益拡大

自社資産による価値創出 他社との価値共創

①眠れる価値発掘型

1  価値の源泉となる無形資産の見極め
2  成果を顧客に届ける継続利用・活用支援

1  顧客の業務全体から見た課題把握
2  デジタルでのノウハウ・知見の形式知化
3  「フックと回収エンジン」の設計

1  パートナリング企画機能の強化
2  デジタル人材の確保
3  自社が望む事業拡大サイクルの企み

1  既存事業との相互送客
2  サービスの初期ユーザーの確保
3  協調領域における競合との連携

③他社との価値共創型

②本業の価値強化型 ④協調課題解決型
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（1）	 眠れる価値発掘型「新規事業での
	 利益創出×自社資産起点」

キーエンスのデータ分析プラットフォーム
「KIシリーズ」注7を提供するデータアナリテ
ィクス事業を取り上げる。KIはキーエンス
で蓄積してきたデータ活用ノウハウを簡単に
使えるプラットフォームであり、自社データ
を投入すれば、AIのアシスト機能で一般の
ビジネスユーザーでもデータ分析が行えるツ
ールである。データアナリティクス事業は、
ツール導入のほか、ツールを活用したデータ
分析のPDCAを回す伴走型の支援も行ってい
る。

事業規模は公開されていないものの、すで
にキリンビール、ローソン、中外製薬、
SMBC日興証券、清水建設といった、食品、
製造、金融、小売など幅広い分野の大企業が
KIシリーズを導入しており、今後も当該事
業で採用拡大をするなど順調に事業を伸ばし
ていることがうかがえる注8。また、KIを活
用した建設コンサル事業者のある事業部では
年間で年商・利益が約 4 割増加したという事
例注9も確認されている。

キーエンスの事例から見た「①眠れる価値
発掘型」の成功の要諦として、以下の二つが
挙げられる。

まず、自社内の抜きん出たオペレーション
を見極められたことが最も重要であることは
議論の余地がない。社名の由来である「Key	
of	Science」にも代表されるように、キーエ
ンスは創業以来、データを活用した科学的営
業を実行し続けてきた。キーエンスは極めて
優秀な営業能力がある企業として有名だが、
その根幹を支えるのは販売促進部門であり、
そこで培ったデータ分析ノウハウが価値の源

泉である。
次に、売り切りではなく継続利用によりサ

ービスの成果を顧客に届けることも重要であ
る。そのためには、活用支援を徹底的に行う
ことも必要になる。デジタルサービスはえて
してトップダウンで導入が決まった後、現場
活用で頓挫しまうものである。特に、顧客デ
ータを活用したサービスで効果を発現するに
は、相応の仮説構築力とデータ分析力が必要
になる。顧客にとってはサービス利用の成果
を得るため、サービス提供企業にとっては顧
客のLTVを最大化するためにも、伴走型の
支援は重要となる。その活用支援を業務委託
に変えたのが、昨今、日本でも流行の兆しが
あるBPaaS（Business	Process	as	a	Service）
である。デジタルサービスを活用する業務プ
ロセスを外部委託することで、顧客がサービ
スの価値を享受しやすくなる。

（2）	 本業の価値強化型
	 「本業での利益創出×自社資産起点」

ミスミによる設計支援サービス「RAPiD	
Design」注10と、機械部品調達のAIプラット
フォーム「meviy」注11を取り上げ、それらが
どのように本業である部品販売の拡大につな
がっているかを紹介する。

まず、RAPiD	Designを活用することで、
顧客はミスミの膨大な部品CADデータやそ
の組み合わせ事例を活用しながら、生産性高
く生産機械の設計を行うことができる。そし
て設計が固まれば、そのまま同社のECサイ
トから必要部品をまとめて注文できる。こう
して、顧客企業の設計者の生産性向上と自社
事業への送客を両立させている。

また、meviyでは、図面加工品と呼ばれる
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ている。ミスミでは、本業として部品の製
造・販売があることで、RAPiD	Designや
meviyを無償で提供できた。その結果とし
て、両サービスは急速に浸透し、ミスミの本
業の業績を押し上げている。本業へとつなが
る道筋が描けているのであれば、新規事業単
体での収益化にこだわらず、いかに迅速に拡
大するかを主眼に置いた戦略が有効である。

（3）	 他社との価値共創型
	 「新規事業での利益創出×価値共創」

代表的な事例として、日立製作所のデジタ
ルソリューションプラットフォーム「Luma-
da」注12を取り上げ、それがどのように事業
の拡大につながっているか、他社との価値共
創を行っているかを紹介する。

Lumadaを活用することで、顧客は同社の
豊富なデータ解析技術やIoTソリューション
を活用しながら、効率的に業務プロセスの最
適化や新たなビジネスモデルの構築を行うこ
とができる。たとえば、製造業においては、
工場の稼働状況をリアルタイムでモニタリン
グし、異常検知や予知保全を行うことで、生
産性の向上とコスト削減を実現している。ま
た、スマートシティの分野では、交通管理や
エネルギー管理の最適化を通じて、都市の持
続可能性を高める取り組みが進められてい
る。

日立製作所から見れば、Lumadaによる最
適化提案、異常検知などを通じて、自社のハ
ードウエアの提供や、提供したハードウエア
の保守・運用へとビジネスを拡大できる。さ
らに保守・運用まで手掛ける中で、新たな顧
客課題を発見し、Lumadaのデジタルソリュ
ーションで解決することができれば、事業拡

オーダーメイドが必要な部品の調達を支援し
ている。従来、図面加工品は部品加工業者が
全国に散在しており、かつデジタル化も進ん
でいなかったため、紙図面の作成や製作可否
の判断、相見積もりに多大な時間を要してい
た。

しかしmeviyでは、顧客が欲しい図面加工
品のデータをアップロードすれば、ミスミが保
有する部品CADデータ・販売データの機械学
習結果と照合し、即座に製作可否の判断、見
積・納期の提示ができる。そしてRAPiD	
Design同様、その場で注文まで可能にするこ
とで、meviyから自社工場・協力工場へ送客
する。ミスミによれば、meviyの活用によ
り、部品調達に必要な時間を約 9 割削減でき
るとのことである。

ミスミの事例から見る「②本業の価値強化
型」の成功の要諦は以下の三つである。

まず一つは、既存事業の顧客の業務全体を
俯瞰し、顧客の困りごと・課題に対しての解
決策を考えることである。モノ売りからコト
売りへと視点を広げることで、新たな価値提
供のチャンスを見つけることができる。

次に、形式知化が十分にされていない自社
ならではのノウハウ・経験値を、デジタル技
術を用いて形式知に変換することである。日
本では、オペレーショナルエクセレンスの追
求により競争力を磨いてきた企業が多く、組
織や人に知見・経験が蓄積されている。これ
をデジタルサービスへと変換することができ
れば、大きな武器になるはずである。

最後に、「フックと回収エンジン」の考え
方である。これは、顧客を引きつける事業

（フック）と、実際に収益の柱とする事業
（回収エンジン）を切り分けることを意味し
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大のサイクルが 1 周、 2 周と回っていくので
ある。

Lumadaでは、他社との協業やM&Aを積
極的に行い、エコシステムを拡大している点
も特徴的である。日立製作所は、「Lumada
アライアンスプログラム」注13を通じて、イ
ノベーションパートナー、ソリューションプ
ロバイダー、テクノロジープロバイダーの三
種のパートナー企業と結びつきを持ち、自社
アセットにとどまらず幅広い課題解決を可能
にする座組みをつくっている。また、スイス
のABBパワーグリッド事業の買収、ソフト
ウエア開発・デジタルエンジニアリングを行
うGlobalLogic社の買収など、M&Aを通じて
必要なケイパビリティを積極的に補完してい
る。

日立製作所の事例から見る「③他社との価
値共創型」の成功の要諦は、以下の三つであ
る。

まず一つは、M&Aも含む、パートナリン
グ企画機能の強化である。個社では解決でき
ない課題を他社との協業によって解決するこ
とを志向しており、必然的に、多様な強み・
ケイパビリティを持つ企業と組めるかが、競
争力を左右することになる。

次に、各種ソリューション・ハードウエア
を組み合わせて、課題解決を構想する人材確
保が重要である。課題に応じて活用ソリュー
ションを組み替えるだけでなく、各社が
Win-Winになる座組みを構想するなど、高い
ビジネススキルが求められる。実際、日立製
作所は2024年 3 月決算概要注14でも「デジタ
ル人財の強化」として具体的な人数（9.7万
人）まで発表しており、経営も人材確保を重
要視していることが分かる。

そして最後に、自社が望む事業拡大サイク
ルの企みがポイントになる。本パターンで
は、多様な課題に多様な他社との協業で臨ん
でいくが、課題の多様性故にワンショットの
案件で終わってしまう可能性もある。日立製
作所が保守・運用から新たな課題発見につな
げることを狙っているように、多様な企業と
組みつつも、自社の次の事業につなげる仕込
みも行うしたたかさが重要である。

（4）	 協調課題解決型
	 「本業での利益創出×価値共創」

セイノーホールディングス（HD）による
物流業界の運送マッチング・DXサービス事
業「ハコベル」注15を取り上げる。ハコベル
はセイノーHDと、Web印刷などを手掛ける
インターネット関連サービス企業ラクスルと
のジョイントベンチャー（JV）として2022
年に設立された。

正確には、ラクスルが行っていたハコベル
事業を分社化し、新会社「ハコベル」を設立
したうえで、セイノーHDが新会社に出資し
て合弁会社化するというものである。その際
セイノーHDが50.1％出資しており、本論考
ではセイノーHDにとっての新規事業として
位置づけている。

ハコベルの事業は主に二つある。荷主と運
送事業者を、アルゴリズムを活用して高効率
でマッチングする運送手配サービスと、輸送
状況を可視化して業務コスト削減や配送品質
の改善を行う物流DXシステム（動態管理な
ど）である。どちらも、デジタルを活用した
物流の効率化サービスである。

ハコベルからすれば、セイノーHDのネッ
トワークやノウハウを活かしたサービスの拡
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2024年 3 月期の決算注17でも、主力の特積み
事業が3.5％物量を減らしている一方、ハコ
ベルを活用している貸切輸送事業は前年比
105.9％で成長している。「ハコベルの配車
力」を今後の拡販に向けた最大の武器と位置
づけ、1000社単位で裾野を広げることで、大
口顧客の開拓も狙っている。

セイノーHDの事例から見る「④協調課題
解決型」の成功の要諦として、以下の三つが
挙げられる。

まず、顧客のニーズに合わせ、全国網の輸
送や倉庫についてはセイノーHDへ、システ
ム面はハコベルを紹介するなど、既存事業と
の相互送客を行う仕組みを構築したことであ
る。大企業における新規事業はいかに既存事
業の強みを活かすかが重要となる（図 3 ）。

次に、サービスの大口初期ユーザーの確保
により、ベースとなる売上の確保とサービス
の磨き込みを行うことも重要である。ハコベ

大が期待できる。セイノーHDからすればハ
コベルを使って自社事業の効率向上が見込め
る。

具体的には、セイノーHDは拡大を目指し
ていた貸切輸送事業の積載効率向上を事業課
題として抱えており、かつ非常にアナログな
業務が残っていた。顧客から依頼が来た際
に、HDの中核企業である西濃運輸の担当者
がグループ企業や協力会社に電話を何件もか
けて配車手配を行うこともあった。

2022年に設立後、ハコベルは順調に成長し
ている。2023年10月には物流事業者である山
九、福山通運、日本ロジテムが新たな株主と
して連携を強め、JV設立当初から2024年 2
月までの 2 年間で売上が1.5倍になった。

また、セイノーHDは2023年 5 月に開始した
ハコベルの配車システムを活用した貸切輸送
サービスの2023年 8 月・ 9 月売上が連続で対
前月比1.5倍超となったと発表している注16。

図3　セイノーホールディングスにおける本業と「ハコベル」との連携

連携

どの入り口からでも顧客目線で最適なソリューションの提供が可能

他社倉庫会社

ロジスティクス 総合窓口

他社3PL会社

顧客
特積み O.P.P.拡大

共同運行
宅配委託

貸切 デジタルプラットフォーム

ハコベル

積み合わせ貸切
メガEXP

ハコベルサポーターズ
プログラムで支援

幹線・配達に
おける協業

ロジのSEINO

他社
宅配貨物

他社
特積み貨物

セイノー HD

西濃
エキスプレス

6.3万社の
中小運送事業者

出所）セイノーホールディングス 2024年 3月期決算説明会資料を基に作成
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値が高まっていくこと、とNRIでは定義して
いる注20。たとえば、従来の自動車は購入時
に最も高い価値を持ち、走行距離が増加する
につれて部品の摩耗や故障が発生し、修理や
交換が必要となるため市場価値は低下する。
これは典型的な「減価償却」型のプロダクト
である。一方、新たに登場した通信機能を備
えたコネクテッドカーは、自動車を増価蓄積
のビジネスに変えた。自動車メーカーにおけ
る時価総額首位（2024年 7 月現在）のテスラ
はソフトウエアアップデートを通じて、運転
支援機能の改善、安全機能の追加などを行
い、販売後もプロダクトの価値を継続的に向
上させている。

デジタル事業開発にとって、データやテク
ノロジーは単なる武器・材料であって、本質
はビジネスモデルの転換にある。顧客とつな
がり続け、価値を上げ続けることが重要であ
る。

2 増価蓄積を
 ビジネスに埋め込む方法
では、どのように増価蓄積を実現すべきだ

ろうか。事業構想の参考として、NRIが整理
したデジタルによる七つの増価メカニズムに
沿って、「増価蓄積」をビジネスに埋め込む
方法を例示する（表 1 ）。

表 1 のような方法で増価蓄積をビジネスに
埋め込むには、事業の構想策定フェーズでい
かに顧客とつながり続けるか、を考え抜く必
要がある。その際に参考になる手法を紹介す
る。

ある大手メーカー A 社は従来のモノ売り
ビジネスと異なる収益源を探求していたもの
の、販売を代理店に任せていたため消費者の

ルの場合、セイノーHDの利用によりサービ
ス改善を行うとともに、業界内でのハコベル
の信用度も格段に高まったという。

最後に、競合事業者との連携も事業拡大に
おけるキーポイントとなる。物流は、マッチ
ング効率を高めるためには荷物量と輸送キャ
パシティを確保することが重要である。「空
気を運ばず、空気をきれいにする」というセ
イノーHD田口義隆社長のIRデーでのコメン
ト注18もそれを象徴している。

では、なぜ競合事業者と連携できたのか。
「物流業界は、もう競合企業だから協力しな
いなんて悠長なことをいっていられない状
況」とセイノーHDの神谷敏郎執行役員は語
っている注19。協調領域であれば積極的に競
合企業と連携することで、価値を高める方策
も取り得る。

以上、デジタル事業開発について成功の要
諦を整理した。以降の章では、「ビジネスモ
デル」と「事業開発プロセス」の両面から、

「 1 から100」を目指すために経営層や事業担
当者が取るべきアクションを提言する。

Ⅳ	「100」に向かう
	 ビジネスモデルの共通項

1 デジタル事業開発における
 「増価蓄積」
デジタル事業開発の事例には、ビジネスモ

デルの共通項がある。それは「増価蓄積」で
ある。

増価蓄積とは、サービスやプロダクトが顧
客に利用される中で随時アップデートされ、
時間経過により経験や学習、改善を通じて価
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とで本業の価値向上を志向していた（パター
ン④協調課題解決型）。

この事例の事業構想時のポイントは、ユー
ザーニーズと自社メリットの両立である。具
体的には、ユーザーニーズでは「業務の課題
は何か」「課題解決に必要なサービスは何
か」「どんなUI／UXなら使ってもらえるか」
といったことを検討する。自社メリットで
は、「本業はどんな観点でビジネスモデル変
革が必要か」「そのためにはどんなデータが
必要か」を検討する。

そのうえで、ユーザーニーズと自社メリッ
トを整合させ、サービスを決定した。このス
テップを踏むことにより、顧客と自社双方の

情報が不足しており、十分なサービス検討が
行えない状況であった。

そこでまず、最初の顧客として製品の取り
つけを担う協力会社を選び、業務支援サービ
スを提供することでデジタル化を促進した。
経営状況の厳しい協力会社へ提供するため、
サービスは非常に安価な設定にして顧客獲得
を優先した。顧客が増えてくると、顧客業務
の解像度が上がり、学習効果によって、より
課題解決につながる支援サービスをリリース
することができる。

A 社は協力会社が持つ消費者情報をデー
タ化し、メーカーの本業である商品開発や在
庫管理、次なる新サービスの検討に活かすこ

表1　増価メカニズムを活用した事業開発への活用方法

増価メカニズム 例示 事業開発への活用の仕方（BtoBの例）

1　ネットワーク効果
利用者が多いサービスほど有用性が高くな
り、ますます利用者数を増やす効果（例：X
などのSNS）

自社の既存「顧客の顧客」の課題に対して価
値提供するBtoBtoXのビジネスを構想

2　マッチング効果
最適なマッチングを行うことで利用者の満足
度を高める、あるいはシェアリングによって
資産稼働率を高める効果（例：メルカリ）

自社・顧客の遊休資産の活用を検討

3　学習効果

AIによる機械学習によって生産性や顧客満足
度を高める、あるいは企業のオンラインビジ
ネス実験による学習を通じて増価する効果
（例：テスラ）

成果が収斂せず、継続的に価値を出し続けら
れる対象を事業領域に設定

4　時間制約緩和効果
（いつでも効果）

時間制約にとらわれずサービスを受けられ
る、あるいはデジタル活用によって時間が節
約できる効果（例：AIチャットボット）

想定顧客を部署・担当者単位まで解像度を上
げて、業務時間の中で削減余地を探る

5　空間制約緩和効果
（どこでも効果）

D2C（ダイレクト・トゥ・コンシューマー）、
テレワーク、遠隔診療、デジタルツイン、仮
想空間などが生み出す効果（例：Shopify）

最終顧客と直接つながるビジネスの着想（代
理店販売からECへの転換など）

6　ユーザー参画効果
（誰でも効果）

ユーザーがコンテンツやアプリ制作など価値
創出主体になることによる効果（例：Apple
のApp Store）

複数顧客への価値提供に必要な共通基盤機能
を特定し、ロングテールへの提供を検討

7　可視化効果
デジタルがさまざまな情報（例：CO2排出）
を可視化することで、意識と行動変化を促す
効果（例：健康管理アプリ）

事業アイデアに行動変容の余地がないか検討

出所）此本臣吾（監修）、森 健（編著）、石綿昌平、持丸伸吾（著）『デジタル増価革命』東洋経済新報社（2022年）を基に作成
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増価蓄積メカニズムが働き、事業をスケール
させやすくなる（ユーザーニーズだけだと収
支が成り立たず、自社メリットだけだと顧客
獲得ができない）。

Ⅴ	「1から100」に必要な
	 「共創」の企て

1 事業開発を「型」にする重要性
適切なゴールが設定されれば、今度は 1 を

どう100に育てていくかが論点になる。その
要諦は、いかに事業開発のトライ数を増やす
かにある。新規性や革新性が高い新規事業ほ
ど成功を事前に予測することは難しい。

トライ数を上げるとともに事業の精度を高
めるには、事業開発のゴールを経営層から示
し、方針に沿った事業構想～事業構築を行う
ことが肝要である。

言い換えると、新規事業が①～④のどのパ
ターンを目指すのか（あるいは目指さない
か）を明確にしたうえで、パターンに沿った
事業開発の「型」をつくることで、安価かつ
スピーディーに多くのアイデアを生み出し、
事業開発の成功確率を高められる。「型」の
構成要素は、具体的には下記の点である。

①自社の事業開発方針、つまり自社の勝ち
筋を皆が分かりやすく納得できるストーリー
である。自社の過去の勝ちパターンと事業環
境をつぶさに分析し、積極活用すべき自社資
産（アンフェアアドバンテージ）を見極める
とともに、それを使って勝ちやすい事業領域
の特性を明確化する。アンフェアアドバンテ
ージは自社内だけでは気づきにくいものも多
い。積極的に社外とコミュニケーションし、
外部から見た有益な資産を洗い出すことも有
効である。参考としてNRIの過去の支援事例

表2　アンフェアアドバンテージの分類

アンフェアアドバンテージ 例

顧客

既存顧客・チャネル 大企業・中小への顧客基盤（大手企業）

ブランド 消費者からの高い認知（自動車メーカー）

信用力 金融機関としての信用力（銀行）

組織能力

技術力 自社研究所（大手メーカー）

人材 M&A、事業運営人材（総合商社）

既存事業でのネットワーク 既存事業でのパートナリング（大手企業）

既存事業とのシナジー マイルサービスとの連携（航空会社）

経営資源

資本 安定事業に支えられた投資余力（不動産）

データ 消費者の属性・行動・位置情報などのデータ（通信キャリア）

製造キャパシティ グローバルでの製造拠点（電機メーカー）

物流網 全国の倉庫群・物流事業者とのネットワーク（食品メーカー）

カスタマーサクセス カスタマーサービス・自社保有のコールセンター（消費財メーカー）
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において活用したアンフェアアドバンテージ
を中心に例示する（表 2 ）。

デジタル事業開発において、アンフェアア
ドバンテージの見極めこそが事業開発の方針
の良し悪しを決めるといっても過言ではな
い。大企業にとって天敵である、秀逸なUX
で顧客といち早くつながり、デジタルによる
増価蓄積で競争優位を築こうとするスタート
アップ企業への対抗策になるからである。

たとえば、「Slack」は優れたUXのビジネ
スチャットツールとして2013年にリリースさ
れた。 3 年後の2016年には売上 1 億ドルに達
する注21など極めて順調に成長しており、そ
の時期にマイクロソフトから発表された競合
サービスの「Teams」に応援広告を出す注22

ほどの余裕すらあった。しかしTeamsはリ
リースからたった 3 年でSlackのアクティブ
ユーザー数を抜いてしまった。既存顧客への
無償導入、既存プロダクトとの連携、営業組
織やパートナー企業などのアンフェアアドバ
ンテージを、マイクロソフトが十二分に活用
したことが要因と推察される。

このように、自社のアンフェアアドバンテ
ージを活かした勝ち筋を明確化することは非
常に重要だが、方針策定だけでは勝ち筋の実
現に至らない。ストーリーを分かりやすいガ
イドラインにまとめ直し、事業開発担当にと
っての道しるべとして公開する必要がある。
それによって皆が自社の勝ち筋を理解し、良
質な事業アイデアが生まれやすくなるから
だ。ストーリーに出てくるキーワードが各事
業部の会話の中で自然と出てくるようになる
のが理想の状態である。逆にいえば、ただつ
くっただけのガイドラインでは、全く意味を
なさない。

②新規事業が構想策定～事業拡大の全フェ
ーズで勝ち筋を通るように設計された事業開
発の仕組みも不可欠である。

たとえば横河電機では、売り切り型からの
ビジネス転換を目指し、リカーリング型ビジ
ネスモデルの創出・拡大という事業方針を明
確に掲げている注23。かつ、事業アイデア
を、課題発掘・価値創造・アイデア創出ステ
ージ、研究開発・インキュベーションステー
ジ、プロトタイピングステージの 3 ステップ
を通して事業化する「ステージゲート制度」
を採用している注24。

ステージゲート制度とは、アイデア発案か
ら市場投入までの各段階を「ステージ」と
し、各ステージ終了時に評価と意思決定を行
う「ゲート」を設ける管理手法である。審査
基準に方針を組み入れることで戦略に沿って
いないアイデアを弾き出し、ステージに応じ
た予算付与やチーム組成などの支援を行い、
良質なアイデアに効率的にリソース投下する
ことで事業化の確率を上げられる。

このように事業開発方針に沿って事業開発
プロセスを整備し、「型」にすることで、全
社として狙った方向で事業開発にトライでき
る。

ちなみに、事業開発プロセスは存在するも
のの「100」に至る事業が生まれない、とい
う企業の場合、往々にして以下三点の問題の
どれかが生じていることが多い。「事業開発
方針があいまいなまま自由にアイデアを募集
するので良質なアイデアが埋もれる」「サポ
ート体制が乏しく検討メンバーが疲弊して検
討が頓挫する」「マイルストンや撤退基準が
曖昧でスケールしないアイデアでも事業化に
至りゾンビ化（成長が停滞したまま事業継
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続）してしまう」という問題である。自社の
勝ちパターンを定義できていないことが根本
課題のため、あらためて事業開発の方針を明
確化することをおすすめする。

2 事業開発プロセスにおける
 「共創」の企て
「 1 から100」の実現には、見よう見まねで
ただステージゲート制度を導入するだけでは
不十分である。デジタル事業開発のベンチマ
ークから導き出される、成功する事業開発の
共通項は共創だ。前述のように、ミスミの事
例では自社の既存事業との共創が成功のポイ
ントであった。またセイノーHDの事例では
ラクスルという事業パートナーとの共創が成
功に不可欠であった。スピーディーに事業拡
大するためには既存資産をフル活用する必要
があり、解決する課題を大きく捉えるために
は他社と連携する必要がある。

しかし、共創は自ずとできるものではな
い。新規事業担当者が最も多く経験する苦労
は「既存事業から必要な支援・協力を得る」
ことである（2017年実施の新規事業担当者
500人へのアンケート調査注25）。また、大手
製造業の約 4 分の 3 が社会や顧客への価値提
供には外部連携が重要だと考えているもの
の、十分にできている企業は10％に過ぎない

（NRIが2023年に実施した製造業40社へのア
ンケート調査から）。

つまり、狙い定めて事業を「 1 から100」
にするには、社内・外との共創を事業開発の
各フェーズで行いやすいように設計する必要
がある。新規事業探索の組織をコア事業部門
から分離しつつ、コア事業の資産を引き続き
活用できる仕組みとして「両利きの組織」注26

という考え方があるが、それを事業開発プロ
セスとして実現する仕組みが共創の事業開発
プロセスである。事業開発の四フェーズに沿

図4　デジタル事業開発のステップと共創の仕掛け

事業開発の
各フェーズの
ゴール

事業方針が定まり、 
サービス検証（PoC）
が開始可能

■事業開発経験者、
企画、オペレーショ
ンまで混成のチー
ム組成（チーム組
成時の共創）

■既存顧客との接点
を活かしたクイッ
クなPoC実施（既存
事業部との共創）

■他 社 サ ー ビ ス・
SaaSなどの積極活
用（他社との共創）

■既存のプロモーショ
ン・営業チャネルと
の連携（営業部門と
の共創）

■サービスをつくり上
げるファーストユー
ザーの確保（顧客と
の共創）

儲かる・勝てる・
できるアイデアの
数を増やす

トライ＆エラーの
回数を増やす

効率的＆
スピーディーな
事業構築

既存リソース・
強みを活用し、
スケールの

可能性を上げる

サービス開発が完了、
事業体制が整備され、
リリースが可能

KPIを達成し、二の矢・
三の矢のサービスが
リリース

サービスを検証し、
サービス・計画が確定

意識
すべきこと

構想策定 サービス検証（PoC）
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市場投入計画具体化

サービス改善・
グロース
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共創の
仕掛け
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事業開発担当が新規事業部門にいる場合、
既存顧客との直接の接点がないことも多い。
そのため、事業をともにつくり上げてくれる
ファーストユーザーを探索する機能やミッシ
ョンを既存事業部に備えることもよい手立て
になる。

上記は一例だが、機能分担・組織、業務・
ルール、KPI・評価を整える重要さは明らか
であろう（図 5 ）。

3 「 1から100」にするために
 取るべきアクション
最後に、デジタル事業開発での「 1 から

100」を実現するに当たっての課題と、解決
に向けた検討事項を提言し、本論考の結びと
する。

会社全体の明確な事業開発方針と、共創を
促す事業開発の仕組みによって、勝ち筋にの
っとった事業アイデアが多く生み出され、周
りの支援を受けて育っていく。そして検討チ
ームは仕組みを柔軟に使いながら自社の資産
と他社との関係をうまく活用することで事業

って意識すべきことと、それを実現する共創
の仕掛けを具体的に図示した（図 4 ）。

共創の仕掛けを機能させるには、ゲートの
審査基準などのプロセスだけではなく、ルー
ル、組織・個人評価、組織体制、役割・権限
まで「型」に整合させることが求められる。

社内との共創、特に既存事業部との共創
は、一筋縄ではいかない。特に営業部門のミ
ッションは、既存のプロダクトやサービスの
販売である。事業部が異なるものを売るイン
センティブはないし、事業立ち上げ初期の売
れるかどうかも分からないものを売るモチベ
ーションもない。そこで、既存営業部門の
KPIや評価に新規事業のサービス・プロダク
トの販売も組み入れ、インセンティブを与え
ることが重要になる。

他社との共創は、事業開発の担当者にとっ
て社内との共創以上に不慣れである。そこ
で、適切なタイミングで共創をサポートする
専門組織が必要になる。その組織にはM&A
やパートナリング、知財・法務を支援する機
能が必要である。

図5　デジタル事業開発を成功させる仕掛け

✓自社にとって儲かる・勝てる・できる事業の共通要素の明確化
　⇒どのタイミングで誰と共創すべきかを整理

✓全社員への副業による事業開発チームへ参与する機会の付与
　⇒チーム組成時の共創

✓既存営業へ新規プロダクト・サービスを売るインセンティブ付与
　⇒営業部門との共創

✓ファーストユーザーを探索する機能を既存事業部内に具備
　⇒顧客との共創
✓M&A、パートナリング、知財・法務の支援組織
　⇒他社との共創

事業開発方針

機能分担・組織

業務・ルール

KPI・評価
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業部の担当者は、自らの事業開発がどのパタ
ーンを目指したいかを定めたうえで、事業を
構想する必要がある。そして、事業開発プロ
セスを最大限活用して事業の成功に邁進する
ことが求められる。

上記のすべてのポイントを満たしている企
業はほとんどないため、まずは課題を解決
し、「 1 から100」を生み出し得る状態まで引
き上げる必要がある。NRIでは三つのキーポ
イントと、課題と検討事項が対応した「 1 か
ら100にするための10のチェックリスト」を
開発している（図 6 ）。自社の置かれている
状況をつぶさに分析し、必要な検討を遂行す
ることで「 1 から100」を生み出すことがで

を素早く拡大させる。これが「 1 から100」
の事業開発の理想の状態である。

経営層は、事業開発が経営イシューである
ことをあらためて認識し、経営企画や事業企
画とともに明確な事業開発の方針を打ち出す
べきである。自社が①～④のどの領域の新規
事業を増やしたいかを定めて、それを企業内
に浸透させる。どれか一つの領域に定める必
要はないが、現場担当者がアイデアを考えや
すくするためにも、どの領域を目指さないか
は決めておいた方がよい。そして必ず、方針
に沿った仕組みを構築（または再構築）する
ことが求められる。

デジタル事業開発を担当するDX部門や事

図6　「1から100」にするための10のチェックリスト

キーポイント

事業開発の方針
（道しるべ）
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きるだろう。
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